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(57)【特許請求の範囲】
【請求項１】
　塗装を施した試験片の塗装の劣化促進試験装置において、試験片を設置し、試験片の周
囲の気体温度を測定する温度測定器と加熱器とを配設した気体恒温槽と、前記気体恒温槽
に湿気を供給し、液体温度を測定する温度測定器と加熱器とを配設した液体恒温槽と、予
め設定した試験片の周囲の気体温度と前記温度測定器によって測定された値を比較して前
記気体恒温槽の加熱器を制御するとともに、前記気体温度の設定した値あるいは測定した
値と、前記蒸気圧力又は湿度の設定した値に基づいて前記液体恒温槽の加熱器を制御する
制御機構とを備え、気体恒温槽と液体恒温槽との間には、両槽を繋ぐ境界領域を設け、前
記気体恒温槽に繋がる前記境界領域の開口面積及び／又は前記境界領域に繋がる前記液体
恒温槽の液体自由表面積を規制する規制手段を備え、該境界領域を経由して液体恒温槽か
ら発生する湿気を気体恒温槽に導入することを特徴とする塗装の劣化促進試験装置。
【請求項２】
　前記気体恒温槽及び液体恒温槽を断熱材で覆い、液体恒温槽の断熱性能を、気体恒温槽
の断熱性能よりも低くしたことを特徴とする請求項１記載の塗装の劣化促進試験装置。
【請求項３】
　前記液体恒温槽の液体表面の浮遊物を除去する除去手段を設けたことを特徴とする請求
項１又は２記載の塗装の劣化促進試験装置。
【請求項４】
　前記試験片及び／又は劣化促進試験装置の状況を監視する監視手段を設けたことを特徴
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とする請求項１、２又は３記載の塗装の劣化促進試験装置。
【請求項５】
　請求項１、２、３又は４記載の塗装の劣化促進試験装置を用いて行う、塗装を施した試
験片の塗装の劣化促進試験方法において、試験片の周囲の気体温度と、蒸気圧力又は湿度
との値を設定し、試験片の周囲の気体温度を測定し、前記設定した値と比較して、試験片
の周囲の気体温度を制御するとともに、前記気体温度の設定した値あるいは測定した値と
、前記蒸気圧力又は湿度の設定した値に基づいて、試験片の周囲に供給する湿気を発生さ
せる液体の温度を制御することを特徴とする塗装の劣化促進試験方法。
【請求項６】
　湿気を発生させる液体の温度を、試験片の周囲の気体温度よりも低温とすることを特徴
とする請求項５記載の塗装の劣化促進試験方法。
【発明の詳細な説明】
【技術分野】
【０００１】
　本発明は、塗装の劣化促進試験装置及びその装置を用いて行う塗装の劣化促進試験方法
に関し、特に、船舶の海水タンク内部の防食塗装の劣化促進試験装置及びその装置を用い
て行う塗装の劣化促進試験方法に関するものである。
【背景技術】
【０００２】
　船舶の海水タンク（以下、「バラストタンク」という。）は空荷状態で、海水を入れて
、船舶を沈めることによりプロペラを水没させ、貨物を積む場合には、海水を排出して浮
力を得る働きをしている。
　そのため、バラストタンクは、海水を入れた状態と空気を入れた状態とで使用されるこ
ととなる。
　そして、貨物を積んだ状態で、１つの区画が破れても、他の健全な区画の浮力により沈
没を免れるたり、積み荷を部分的に積載あるいは陸揚げしたとき、船舶に加わる荷重の変
化を戻すために部分的に海水を積む必要があるために、バラストタンクは、多くのそれぞ
れ独立した区画に分割されている。
【０００３】
　このように多くの区画に分けられたバラストタンクは、それぞれ使用中の環境が異なる
もので、例えば、原油タンカーを例にすると、船首の甲板から下のタンクで、最下は船舶
毎に異なり、喫水より上の場合も下の場合もある船首上部タンク、船尾甲板から下のタン
クで、最下は喫水より上となる船尾上部タンク、船体中央と前後の横隔壁とで仕切られた
区画であって、上側は甲板、下側は船底までの区画で、横方向の仕切りは、船側外板と船
体中央との貨物槽となる一般的な海水バラストタンク、二重底内部で、喫水以下の位置と
なる二重底タンク、といった形態に分けられる。
【０００４】
　そして、これらのバラストタンクの違いが顕著になるのは、空荷で海水を積んだ状態で
はなく、積み荷を満載して海水を排出した状態のときである。
　原油タンカーの場合、これらのバラストタンクは、原油を満載した状態において、以下
の環境にさらされる。
　例えば、船首上部タンクは、周囲気温が異常に高く、かつ甲板が強烈な日照にさらされ
る環境下では、希に７０℃程度にまで昇温することがある。
　タンク後部の横隔壁が貨物槽と接している場合には、原油の品位により貨物槽の保持温
度が異なり、最も重質な原油の場合、７０℃程度まで昇温することがある。
　排出しきれなかった海水の存在する最下部の温度は、喫水以下で海水温度程度、喫水以
上であれば海水温度以上となる。
　船尾上部タンクは、船首上部タンクと同様、甲板は日照にさらされる時間帯は、７０℃
程度まで昇温することがある。
　タンク前方の横隔壁が燃料用Ｃ重油タンクと接している場合には、燃料加熱の影響を受
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ける。
　さらに、タンクの最下部は、一般に船首上部タンクより高い位置にあり、タンクの容積
は小さく、ほとんど使用しない場合もあり、使用頻度が少ない場合には影響は小さいもの
の、残留海水の温度は船首上部タンクより高くなる。
　一般的な海水バラストタンクも、船首上部タンクと同様、甲板が日照にさらされる時間
帯は、７０℃程度まで昇温することがある。
　また、一般にタンク中央よりの縦隔壁が貨物槽と接しており、原油の品位により貨物槽
の保持温度が異なり、最も重質な原油の場合には、船首上部タンクと同様、７０℃程度ま
で昇温することがあり、排出しきれなかった海水の存在する最下部の温度は、喫水以下で
海水温度程度となる。
　二重底タンクは、２種類に分けられ、機関室二重底を海水タンクとして使用する場合の
二重底タンクは、船側と船底とは海水に接し、上部は機関室空隙、中央付近は潤滑油だめ
あるいは空隙と接するため、内部温度差は小さい。
　一方、一般的な海水バラストタンク下の二重底タンクは、ビルジナックルから船体中央
よりの上面が貨物槽と接しており、原油の品位により貨物槽の保持温度が異なり、最も重
質な原油の場合には、船首上部タンクと同様、７０℃程度まで昇温することがあり、排出
しきれなかった海水の存在する最下部の温度は、喫水以下で海水温度程度となる。
【０００５】
　以上のように、バラストタンクの種類によって、貨物を積んだ状態でのバラストタンク
内の環境は高温で蒸気不飽和状態といった劣悪な環境となる場合があり、このような環境
を考慮して塗装の耐久性を評価する塗装の劣化促進試験方法や装置は存在しなかった。
　すなわち、従来から特許文献１や特許文献２に見られる耐候試験機や耐環境試験方法や
装置はあったが、上記の塗装の劣化促進方法や装置に適用できるものでなかった。
　すなわち、特許文献１に開示されたものは、加湿器で蒸気を発生させ、湿度が設定値に
なるように電動バルブを開閉して外気を導入し湿度を制御しているが、外気導入に伴う湿
度と温度の変動があり、正確な劣化試験ができなかった。また、外気導入による湿度調節
のため外に逃げ出す湿気や温度を補償するためのエネルギー使用が大きくなるとともに、
電動バルブ等の可動部のメンテナンスのために装置を止める必要もあり、長期間に亘り安
定した試験ができなかった。
　また、特許文献２に開示されたものは、容器内の気体を気体加熱用ヒータで加熱し、加
湿用水加熱ヒータで水を加熱して容器内を高温多湿状態とし、容器内の水蒸気を冷却凝縮
して除去する除湿装置を設け湿度調節を行うもので、容器内に強制的に蒸気を発生させる
部分と除湿を行う部分が存在し、湿度分布や温度分布に悪影響があり均一な試験ができな
かった。また、特別に冷却装置を必要とし、冷却によるエネルギー損失も多大であった。
　また、一般の環境試験機では、湿度の調節のために水噴霧を行っている例が多く見られ
るが、水中に含まれるスケール成分も同時に噴霧されるため、試験物にスケールが付着す
る問題があった。この対策として純水化して供給する方法もあったが、純水化装置が必要
で、フィルタなどのメンテナンスも定期的に要するという課題があった。
【特許文献１】特開平７－２０９１７４号公報
【特許文献２】特開昭６２－８１５４７号公報
【発明の開示】
【発明が解決しようとする課題】
【０００６】
　本発明は、劣悪な使用環境を考慮することのできる塗装の劣化促進試験装置及びその装
置を用いて行う塗装の劣化促進試験方法を提供することを目的とする。
【課題を解決するための手段】
【０００７】
　上記目的を達成するため、本発明の塗装の劣化促進試験装置は、塗装を施した試験片の
塗装の劣化促進試験装置において、試験片を設置し、試験片の周囲の気体温度を測定する
温度測定器と加熱器とを配設した気体恒温槽と、前記気体恒温槽に湿気を供給し、液体温
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度を測定する温度測定器と加熱器とを配設した液体恒温槽と、予め設定した試験片の周囲
の気体温度と前記温度測定器によって測定された値を比較して前記気体恒温槽の加熱器を
制御するとともに、前記気体温度の設定した値あるいは測定した値と、前記蒸気圧力又は
湿度の設定した値に基づいて前記液体恒温槽の加熱器を制御する制御機構とを備え、気体
恒温槽と液体恒温槽との間には、両槽を繋ぐ境界領域を設け、前記気体恒温槽に繋がる前
記境界領域の開口面積及び／又は前記境界領域に繋がる前記液体恒温槽の液体自由表面積
を規制する規制手段を備え、該境界領域を経由して液体恒温槽から発生する湿気を気体恒
温槽に導入することを特徴とする。
【０００８】
　この場合において、前記気体恒温槽及び液体恒温槽を断熱材で覆い、液体恒温槽の断熱
性能を、気体恒温槽の断熱性能よりも低くすることができる。
【０００９】
　また、前記液体恒温槽の液体表面の浮遊物を除去する除去手段を設けることができる。
【００１０】
　また、前記試験片及び／又は劣化促進試験装置の状況を監視する監視手段を設けること
ができる。
【００１１】
　また、本発明の塗装の劣化促進試験方法は、上記塗装の劣化促進試験装置を用いて行う
、塗装を施した試験片の塗装の劣化促進試験方法において、試験片の周囲の気体温度と、
蒸気圧力又は湿度との値を設定し、試験片の周囲の気体温度を測定し、前記設定した値と
比較して、試験片の周囲の気体温度を制御するとともに、前記気体温度の設定した値ある
いは測定した値と、前記蒸気圧力又は湿度の設定した値に基づいて、試験片の周囲に供給
する湿気を発生させる液体の温度を制御することを特徴とする。
【００１２】
　この場合において、湿気を発生させる液体の温度を、試験片の周囲の気体温度よりも低
温とすることができる。
【発明の効果】
【００１３】
　本発明の塗装の劣化促進試験装置によれば、試験片を設置し、試験片の周囲の気体温度
を測定する温度測定器と加熱器とを配設した気体恒温槽と、前記気体恒温槽に湿気を供給
し、液体温度を測定する温度測定器と加熱器とを配設した液体恒温槽と、予め設定した試
験片の周囲の気体温度と前記温度測定器によって測定された値を比較して前記気体恒温槽
の加熱器を制御するとともに、前記気体温度の設定した値あるいは測定した値と、前記蒸
気圧力又は湿度の設定した値に基づいて前記液体恒温槽の加熱器を制御する制御機構とを
備え、気体恒温槽と液体恒温槽との間には、両槽を繋ぐ境界領域を設け、該境界領域を経
由して液体恒温槽から発生する湿気を気体恒温槽に導入するようにすることにより、気体
温度と液体温度を各加熱器により制御するという可動部を有しない簡単な構成で、設定さ
れた蒸気圧力又は湿度が得られ、また、液体噴霧方式採用時のスケール成分除去のための
純水装置等を必要とせず、メンテナンスも容易で長期間に亘って安定した試験が可能とな
る。また、気体恒温槽と液体恒温槽との間に境界領域を設けることによって、気体恒温槽
側から液体恒温槽側への伝熱を低減でき、特に液体恒温槽に冷却手段を設けることなく、
気体恒温槽を設定した恒温恒湿環境の蒸気不飽和状態で促進劣化試験を行うことができる
。
【００１４】
　そして、前記気体恒温槽に繋がる前記境界領域の開口面積及び／又は前記境界領域に繋
がる前記液体恒温槽の液体自由表面積を規制する規制手段を備えることにより、気体恒温
槽へ供給する湿気を制御し、気体恒温槽側から液体恒温槽側への伝熱を更に低減して気体
恒温槽の加熱に要するエネルギーを更に減らし、かつ液体恒温槽を必要以上に高温にする
ことなく気体恒温槽の蒸気圧力や湿度調節に狂いを生ずることを防止できる。
【００１５】
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　また、前記気体恒温槽及び液体恒温槽を断熱材で覆い、液体恒温槽の断熱性能を、気体
恒温槽の断熱性能よりも低くすることにより、液体恒温槽の放熱性を気体恒温槽よりも高
め、気体恒温槽から伝わる熱を外部に放熱し、液体恒温槽の液体温度を、特別な冷却装置
を用いることなく加熱器の制御のみで気体恒温槽より低い設定温度に保ち、気体恒温槽が
設定値以上の湿度に上昇することを防止することができる。
【００１６】
　また、前記液体恒温槽の表面の浮遊物を除去する除去手段を設けることにより、試験片
の塗装から発生するＶＯＣガス等が液体恒温槽の液体と反応して発生する浮遊物を除去し
、液体恒温槽から発生する湿気を確実に気体恒温槽に供給することができる。
　また、液体恒温槽の液体を循環させ液体恒温槽の液体温度を設定温度に保つことや、更
に均一に保つことができる。
【００１７】
　また、前記試験片及び／又は劣化試験装置の状況監視する監視手段を設けることにより
、例えば、監視手段に湿度測定器を用いることによって、万が一の故障時や異常時に警報
を発したり、補正制御を行うことができ、映像カメラを用いることによって、映像記録に
よって試験片の塗装の劣化の状態を記録することができ、さらに、液体恒温槽の液体表面
の浮遊物を検知することによって、浮遊物を除去する除去手段の作動を制御することがで
きる。
【００１８】
　また、本発明の塗装の劣化促進試験方法によれば、上記作用効果に加えて、試験片の周
囲の気体温度と、蒸気圧力又は湿度との値を設定し、試験片の周囲の気体温度を測定し、
前記設定した値と比較して、試験片の周囲の気体温度を制御するとともに、前記気体温度
の設定した値あるいは測定した値と、前記蒸気圧力又は湿度の設定した値に基づいて、試
験片の周囲に供給する湿気を発生させる液体の温度を制御することにより、気体の温度と
液体の温度の制御だけで簡単に蒸気圧力又は湿度の調整ができ、液体噴霧時の成分除去や
メンテナンスを必要とすることなく長期間に亘って安定した試験条件の維持が可能となる
。この結果、船舶に使用するバラストタンクなどといった劣悪な使用環境を考慮した塗装
の耐久性を評価する塗装の劣化促進試験方法を提供することができる。
【００１９】
　また、湿気を発生させる液体の温度を、試験片の周囲の気体温度よりも低温とすること
により、蒸気不飽和状態で試験することができる。
【発明を実施するための最良の形態】
【００２０】
　以下、本発明の塗装の劣化促進試験装置及びその装置を用いて行う塗装の劣化促進試験
方法の実施の形態を、図面に基づいて説明する。
【実施例１】
【００２１】
　図１～図２に、本発明の塗装の劣化促進試験装置の実施例を示す。
【００２２】
　この塗装の劣化促進試験装置１は、試験片Ｗを設置し、試験片Ｗの周囲の気体温度と蒸
気圧力又は湿度との値を測定する温度測定器Ｔ１及び湿度測定器Ｍと加熱器Ｈ１とを配設
した気体恒温槽２Ａと、前記気体恒温槽２Ａに湿気を供給し、液体温度を測定する温度測
定器Ｔ２と加熱器Ｈ２とを配設した液体恒温槽２Ｂと、電子制御を行う制御機構３とを備
えている。
【００２３】
　この制御機構３は、試験片Ｗの周囲の気体温度及び目標とする蒸気圧力又は湿度の値（
特に限定されるものではないが、例えば、湿度：７０％）を予め設定し、前記温度測定器
Ｔ１で測定した気体温度と比較して、前記加熱器Ｈ１を制御するとともに、前記気体温度
の設定した値あるいは測定した値と、予め設定した蒸気圧力又は湿度の設定した値とに基
づいて液体の温度を決め（この温度は上記条件によって、例えば、６２℃というように、
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一義的に割り出すことができる。）、この決められた温度と液体の温度を測定する温度測
定器Ｔ２で測定した温度とを比較して加熱器Ｈ２を制御するようにする。
　なお、液体温度の決定は制御機構３で行わずに、予め目標とする気体の温度と、目標と
する蒸気圧力又は湿度の値に基づいて図表などで目標とする液体温度の値を求め（例えば
６２℃）、この値を制御機構３に設定値として直接インプットしてもよい。
　また、湿度を測定する湿度測定器Ｍの測定値と、予め設定した蒸気圧力又は湿度の設定
した値を比較して、差が一定の閾値を越えた場合に、加熱器Ｈ２の加熱量を変え、警告を
行うようにしている。
【００２４】
　また、気体恒温槽２Ａと液体恒温槽２Ｂとの間には、両槽を繋ぐ境界領域２Ｃを設け、
該境界領域２Ｃを経由して液体恒温槽２Ｂから発生する湿気を気体恒温槽２Ａに導入する
ようにしている。
　具体的には、側板２１と底板２２と蓋２３とからなる筐体２０の内部に液体を入れるこ
とによって、液体部分と気体分とに区分し、気体部分の上部を気体恒温槽２Ａ、気体部分
の下部を境界領域２Ｃ、液体部分を液体恒温槽２Ｂとして使用する。
　気体恒温槽２Ａと境界領域２Ｃとは規制手段４によって区切り、その開口面積Ｓを規制
するようにしており、液体恒温槽２Ｂから発生する湿気が境界領域２Ｃを経由して気体恒
温槽２Ａに供給される量を調整するようにしている。
　また、規制手段４は、境界領域２Ｃに繋がる液体恒温槽２Ｂの液体自由表面積Ａを規制
するように配設しても構わない。
　これによって、境界領域２Ｃから気体恒温槽２Ａへの開口面積Ｓを任意の大きさに設定
し、液体恒温槽２Ｂから発生する水蒸気圧力を制御することが可能となるとともに、気体
恒温槽２Ａ側から液体恒温槽２Ｂ側への伝熱を更に低減して気体恒温槽２Ａの加熱に要す
るエネルギーを減らし、かつ液体恒温槽２Ｂを必要以上に高温にすることなく気体恒温槽
の蒸気圧力や湿度調節に狂いを生ずることを防止できる。
【００２５】
　また、規制手段４は、気体恒温槽２Ａと境界領域２Ｃとの開口面積を変動させることに
よって規制するものであれば特に限定されるものではないが、本実施例においては、図１
～図２に示すように、レール４ｂと、レール４ｂ上に載置し、気体恒温槽２Ａに繋がる境
界領域２Ｃの開口面積Ｓの大きさを変動させる蛇腹状等の蓋部材４ａとから構成するよう
にしている。
　蓋部材４ａは、手動で載置するだけのものであってもよいが、制御機構３によって、蓋
部材４ａを駆動する駆動機構（図示省略）を制御して、液体恒温槽２Ｂから発生する蒸気
の通過する開口面積Ｓを変動させるようにしても構わない。
【００２６】
　気体恒温槽２Ａ及び液体恒温槽２Ｂは、気体恒温槽２Ａ及び液体恒温槽２Ｂから熱が外
気に逃げ、外気温によって試験温度が変動することを防止することから断熱材で覆うこと
が好ましく、筐体２０を構成する側板２１、底板２２及び蓋２３を、断熱材で構成するよ
うにしている。
　また、側板２１を、気体恒温槽２Ａ部分の側板２１ａと、液体恒温槽２Ｂ及び境界領域
２Ｃ部分の側板２１ｂとに区分し、側板２１ｂ及び底板２２に使用する断熱材を側板２１
ａ及び蓋２３に使用する断熱材よりも断熱性能が低い断熱材を使うことができる。
　これによって、気体恒温槽２Ａから液体恒温槽２Ｂに伝わる熱を外部に放熱し、液体恒
温槽２Ｂの液体温度を冷却装置を配設することなく、加熱器Ｈ２の制御のみで気体恒温槽
２Ａよりも低い温度に保ち、発生する湿気を制御して気体恒温槽２Ａが設定値以上の湿度
に上昇することを防止する。
【００２７】
　加熱器Ｈ１、Ｈ２は、その構成を特に限定されず、例えば、放熱用のフィンを付けたシ
ーズヒータ等を利用することができる。
【００２８】
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　気体恒温槽２Ａに配置する試験片Ｗの配置方法は、特に限定されず、例えば、気体恒温
槽２Ａの上部に掛け渡したハンガーバー２４にチェーン等の索条体２５によって吊設する
ことができる。
【００２９】
　気体恒温槽２Ａ及び液体恒温槽２Ｂに配設した温度測定器Ｔ１、Ｔ２及び湿度測定器Ｍ
によって、気体恒温槽２Ａ及び液体恒温槽２Ｂの温度、気体恒温槽２Ａの湿度を測定して
制御機構３に測定値を送信し、加熱器Ｈ１、Ｈ２を制御するようにしている。
　詳しくは、気体温度を設定する気体温度設定器（図示省略）の設定値と温度測定器Ｔ１
で検出された値を比較して加熱器Ｈ１を制御するとともに、この気体温度設定器の設定値
と蒸気圧力又は湿度の設定を行う蒸気圧／湿度設定器（図示省略）の値に基づいて、液体
恒温槽２Ｂの液体温度を決定する。
　この決定は、気体圧力を一定とした場合に、気体温度と蒸気圧／湿度と液体温度の一義
的に決まる関係に基づいて制御機構３に予め記憶された数値テーブルや近似式によって制
御機構３で算出処理され決定される。
　この決定された液体恒温槽２Ｂの液体温度と温度測定器Ｔ２で測定された温度が制御機
構３で比較され、加熱器Ｈ２を制御して液体の温度を得ている。
　なお、液体温度の決定に当たっては、気体温度設定器の温度を用いずに温度測定器Ｔ１
で測定される気体の温度を用いてもよい。
【００３０】
　気体恒温槽２Ａには、加熱器Ｈ１の熱によって試験片Ｗが直接加熱されることがないよ
うに、加熱器Ｈ１と試験片Ｗを設置する個所との間に輻射熱遮断板５を配設するようにし
ている。
　また、加熱器Ｈ１の上方には、加熱器Ｈ１によって加熱された空気を気体恒温槽２Ａ内
に循環させるために対流用ファン６を配設することが好ましい。
【００３１】
　液体恒温槽２Ｂの液体表面には、試験片Ｗの塗装から発生するＶＯＣガス等が液体恒温
槽２Ｂの液体と反応して発生する浮遊物が皮膜状になって浮遊する場合がある。
　この浮遊物が多量に発生することによって、液体恒温槽２Ｂから発生する湿気が気体恒
温槽２Ａに供給されにくくなり、設定した湿度を保持することができなくなる。
　そのため、液体恒温槽２Ｂの液体表面の浮遊物を回収除去するための除去手段７を設け
ることが好ましい。
【００３２】
　除去手段７は、その構成を特に限定されるものではないが、本実施例においては、図２
に示すように、ポンプＰによって、液体表面の浮遊物を吸い込み、フィルタＦを介して浮
遊物を除去して液体恒温槽２Ｂに循環させるようにしており、吸い込み管７ａは、液体恒
温槽２Ｂの液体表面に開口部を有する位置に取り付けるようにしている。
　除去手段７を作動することによって、液体恒温槽２Ｂの液体を循環させ液体恒温槽２Ｂ
の液体温度を設定温度に保つこともできる。
【００３３】
　液体恒温槽２Ｂへの液体の供給は、筐体２０の側板２１に貫通させた供給管１２から行
われる。供給管１２は、液体タンク１０の下部に配設したメンテナンスマンホール１１か
ら延設されており、供給される液体の量は、液体表面が一定となるように制御し、液体表
面が規制手段４を越えないように、また、除去手段７によって、液体表面の浮遊物を確実
に吸い込んで除去できるようにしている。
【００３４】
　また、試験片Ｗ及び／又は劣化促進試験装置１の状況を監視する監視手段８を設けるこ
ともできる。
【００３５】
　監視手段８は、その構成を特に限定されるものではないが、本実施例においては、映像
カメラ８ａを気体恒温槽２Ａ内に配設することによって試験片Ｗの状況を監視することが
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できる。
【００３６】
　映像カメラ８ａによる映像記録によって試験片Ｗの塗装劣化の状態を記録したり、液体
恒温槽２Ｂの浮遊物を検知して、前記除去手段７の作動を制御することができる。
　また、リアルタイムに映像をモニターすることによって、液体恒温槽２Ｂの浮遊物を確
認したり、装置全体の異常をモニタリングすることもできる。
【００３７】
　また、湿度測定器Ｍを監視手段とし、この測定値に基づき制御機構３で蒸気圧／湿度設
定器で設定された値と所定の条件下で比較し、万が一の故障時に警報を発したり、補正制
御を行うことができる。
【００３８】
　上記構成の塗装の劣化促進試験装置１を使用した塗装の劣化促進試験方法を説明する。
【００３９】
　まず、筐体２０の蓋２３を開放し、試験片Ｗをハンガーバー２４に索条体２５によって
吊設する。配置する試験片Ｗの数量は特に限定されるものではないが、本実施例において
は、３本のハンガーバー２４の１本につき２つの試験片Ｗを吊設し、１回の劣化促進試験
で合計６つの試験片Ｗを試験するようにしている。
【００４０】
　次に、試験温度と、蒸気圧力又は湿度とを設定し制御する。
　試験温度は、気体恒温槽２Ａ内に載置する試験片Ｗの周囲の気体温度を指し、気体温度
設定器で予め設定した設定値と、温度測定器Ｔ１による測定値とを比較して、加熱器Ｈ１
の加熱温度を調整し、試験温度を所定の温度となるように制御する。上述した通り、バラ
ストタンクは、船首上部タンク等、日照にさらされる個所では、最も厳しい条件を想定す
ると７０℃程度まで昇温することから、制御機構３に設定する試験温度の設定値を７０℃
として、温度測定器Ｔ１による測定値と比較しながら７０℃の恒温状態となるようにして
いる。
【００４１】
　そして、気体恒温槽２Ａ内の湿度を蒸気不飽和状態となる７０％の恒湿状態となるよう
にする。気体恒温槽２Ａの湿度を変化させるために、液体恒温槽２Ｂから蒸気を発生させ
ことによって行い、７０℃の大気温度に対しては、液体温度を６２℃に設定することによ
って、湿度は７０％となる。
　そして、気体温度の設定した値あるいは測定した値と、蒸気圧力又は湿度の設定した値
に基づいて決定された液体温度となるように、加熱器Ｈ２の加熱温度を調整し、液体恒温
槽２Ｂの液体温度を所定の温度（この場合、６２℃）に保持する。
　なお、液体温度の決定は制御機構３で行わずに、予め目標とする気体の温度と、目標と
する蒸気圧力又は湿度の値に基づいて図表などで目標とする液体温度の値を求め（例えば
６２℃）、この値を制御機構３に設定値として直接インプットしてもよい。
【００４２】
　湿度や蒸気圧力の調整方法としては、液体恒温槽２Ｂの温度を調整することによって行
う他、規制手段４によって気体恒温槽２Ａに繋がる境界領域２Ｃとの開口面積や、境界領
域２Ｃと繋がる液体恒温槽２Ｂの液体自由表面積Ａの割合を変動させることによっても行
うこともできる。
【００４３】
　このように、７０℃恒温７０％恒湿の環境を６ヶ月程度維持することによって、日照時
に７０℃程度まで昇温することのあるバラストタンクの内部塗装として１５年の耐久年数
を確認するための劣化促進試験を行うことができる。
　この場合、試験温度や湿度を、上記の７０℃恒温７０％恒湿に対して上下させることに
よって、劣化促進試験の程度を調節することができる。
【００４４】
　また、試験温度を５０℃～９０℃の間で温度を変動させ、試験片Ｗを使用する船舶等、



(9) JP 4958175 B2 2012.6.20

10

20

30

塗装の使用環境に応じた任意の劣化速度による試験も行うことができる。
【００４５】
　以上、本発明の塗装の劣化促進試験装置及びその装置を用いて行う塗装の劣化促進試験
方法について、実施例に基づいて説明したが、本発明は上記実施例に記載した構成に限定
されるものではなく、気体恒温槽及び液体恒温槽の形状を円筒形にする等、その趣旨を逸
脱しない範囲において適宜その構成を変更することができるものである。
【産業上の利用可能性】
【００４６】
　本発明の塗装の劣化促進試験装置及びその装置を用いて行う塗装の劣化促進試験方法は
、劣悪な使用環境を考慮することができるという特性を有していることから、船舶の海水
タンク内部の防食塗装の劣化促進試験の用途に好適に用いることができる。
【図面の簡単な説明】
【００４７】
【図１】本発明の塗装の劣化促進試験装置の一実施例を示す正面断面図である。
【図２】同装置の図１のＸ－Ｘ断面図である。
【符号の説明】
【００４８】
　１　　塗装の劣化促進試験装置
　２Ａ　気体恒温槽
　２Ｂ　液体恒温槽
　２Ｃ　境界領域
　３　　制御機構
　４　　規制手段
　５　　輻射熱遮断板
　６　　対流用ファン
　７　　除去手段
　８　　監視手段
　Ａ　　液体自由表面積
　Ｓ　　開口面積
　Ｈ１　加熱器
　Ｈ２　加熱器
　Ｗ　　試験片
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